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様式第一（第３条第１項関係） 
 

指定金融機関指定申請書 
 

年  月  日 
内閣総理大臣 名 殿 
財 務 大 臣 名 殿 

住 所 
名 称 
代 表 者 の 氏 名 

 
 

指定金融機関の指定を受けたいので、経済施策を一体的に講ずることによる
安全保障の確保の推進に関する法律第１６条第１項の規定に基づき、下記のと
おり申請します。 
 
 

記 
１．商号又は名称及び住所 
２．役員の氏名及び役職名 
３．供給確保促進業務を行おうとする営業所又は事業所の名称及び所在地 
４．供給確保促進業務を開始しようとする日付 
 
（注）「役員」は、金融機関の区分に応じ、必要に応じて次頁を使用し、以下の

ものについて記載すること。ただし、添付書類に該当する記載がなされ

ている場合には、その旨を記載して省略することは、差し支えない。 

1 銀行、長期信用銀行、株式会社商工組合中央金庫及び株式会社日本政策投

資銀行 取締役（委員会設置会社にあっては、執行役）及び監査役 

2 信用金庫及び信用金庫連合会並びに信用協同組合及び協同組合連合会 理

事及び監事 

3 労働金庫及び労働金庫連合会 理事及び監事 

4 農業協同組合及び農業協同組合連合会 理事、監事及び経営管理委員（農

業協同組合にあっては、定款の定めるところにより、経営管理委員を置い

ている場合に限る。） 

5 漁業協同組合及び漁業協同組合連合会 理事、監事及び経営管理委員（定

款の定めるところにより、経営管理委員を置いている場合に限る。） 

6 水産加工業協同組合及び水産加工業協同組合連合会 理事及び監事 

7 農林中央金庫 理事、監事及び経営管理委員 
 
（備考） 
用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
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役員 
ふりがな 役職名 氏名 

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

（注）適宜行を追加すること。 
 

  


